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BEPS行動計画 14：効果的な

紛争解決メカニズムの策定  
経済協力開発機構（以下「OECD」）は 2014年 12月 18日に税源浸食と利益移
転（“Base Erosion and Profit Shifting”：以下「BEPS」）行動計画 14：「効果
的な紛争解決メカニズムの策定」に関するディスカッションドラフトを公布し
た。行動計画は、BEPSに対応するための行動は、企業にとっての確実性と予

測可能性を高める行動で補完されなければならないと認識している。行動計画
14は、相互協議（“Mutual Agreement Procedure”：以下「MAP」）を通じて租
税条約上の紛争を解決する上での障害（ほとんどの租税条約に仲裁条項がない
こと、MAPや仲裁の申立が特定の状況下で拒否される可能性があることなど）
に対処するための解決策を探ることを目的としている。BEPSプロジェクトが
将来における不確定性をもたらす中、行動計画 14の内容は納税者にとって歓迎
されるものといえるだろう。 

 

ディスカッションドラフトは、行動計画 14に基づく作業の初歩的な成果を含ん
でいる。行動計画 14は、MAPを通じて租税条約上の紛争を解決する上での障
害を識別し、これらの障害に対処するための実行可能な措置を策定することを
目的としている。ディスカッションドラフトによれば、このディスカッション
ドラフトは、MAPを通じた租税条約上の紛争解決を段階的に改善していくため
の三面的なアプローチを導入する意図があるという広い文脈から読む必要があ

る。ここでいう三面的なアプローチとは、(i) OECDモデル租税条約に適合しな
い課税を効果的に解消するという政治的なコミットメント（このような政治的
なコミットメントは、BEPSプロジェクトの政治的な側面を反映している）、
(ii) MAPの適用性を高めるための新しい措置と改善された手続の提供（ディス
カッションドラフトでは、想定される措置を説明している）、(iii) 政治的なコミ
ットメントが適切に実行されているか否かをチェックするためのモニタリング
メカニズムの確立である。 

 

この三面的アプローチは、まず（BEPSプロジェクトを参照することにより）
“政治的なコミットメント”を用いることによって、各国政府が推奨される政
策を採用するよう後押しし、次に各国政府が潜在的な障害に対処するための具
体的な措置を講じるようにすることを意図している。3つめは、政治的なコミ
ットメントの実行を確保するための事後的なモニタリングメカニズムを設ける
ということである。 

 

ディスカッションドラフトにおける観点と提案は、OECD租税委員会またはそ
の下部機関の総意を表すものではなく、利害関係者に分析とコメントを求める
ための実質的な提案を提示することを意図している。また、強制的で拘束力の 

ある仲裁は、MAPにおける権限ある当局間の合意を妨げる問題を解決するため
の適切なツールであるということについて、OECD/G20 BEPSプロジェクトに

関与している全ての国が同意しているわけではないということを、ディスカッ
ションドラフトでは述べている。 

 

指導原則 

 

ディスカッションドラフトは、行動計画 14の作業を通じて、現状において存在 

 

 

税務 
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する租税条約上の紛争解決の妨げとなっている障害に対処することを意図した具体的な措置の採用により、MAPのプ
ロセスを実質的に改善するための政治的なコミットメントを得ることが期待されると述べている。政治的なコミット
メントとそれを実行するための措置は以下の 4つの原則に従うこととされている。 

 

1. 相互協議に関する租税条約上の義務を、誠意をもって履行すること 

2. 行政手続により租税条約上の紛争の防止と解決を促すこと 

3. 適格の納税者が相互協議を申請できるようにすること 

4. 相互協議に入った紛争案件を解決すること 

 

ディスカッションドラフトは上述の各原則について、MAPを通じて租税条約上の紛争を解決する上での障害を挙げる
とともに、これらの障害に対処するためのオプションを提示している。 

 

相互協議に関する租税条約上の義務を、誠意をもって履行すること 

 

ディスカッションドラフトは、OECDモデル租税条約第 25条の履行を妨げる可能性のある 2つの障害について指摘し
ている。 

 

まず、ディスカッションドラフトで述べているように、OECDモデル租税条約第 25条第 2項では、権限のある当局は
相互協議を通じてMAP案件の解決に「努めなければならない」と規定されているが、MAP案件を解決する「義務」
がないこと自体が紛争を解決する上での障害になっていると議論されてきた。そのため、ディスカッションドラフト
は、OECDモデル租税条約第 25条のコメンタリーに、「相互協議を通じて租税条約に適合しない課税案件を解決する

ことは、締約国が負うべき義務の不可分の一部であり、締約国は誠意をもってこれを履行しなければならない」、
「権限のある当局は、租税条約の条項と国際法の原則に従って、実際の状況に基づき、原則に基づく公正かつ客観的
な方法で案件の解決を図る義務がある」という文言を加えることを提言している。 

 

次に、OECDモデル租税条約第 25条第 2項の規定がない状況において、締約相手国による移転価格調整から生じる可
能性のある経済的二重課税について、対応的調整を行うか、または納税者に MAPの申立を認める義務はないという立

場をとる国もあるとディスカッションドラフトでは述べている。ディスカッションドラフトはこの問題に対処するた
めの、一見して簡単な解決策を提示している。即ち、OECDモデル租税条約第 9条第 2項の内容を租税条約に取り入
れ、適切な場合には、BEPS行動計画 15で取り扱う多国間協定を利用するというものである。 

 

行政手続により租税条約上の紛争の防止と解決を促すこと 

 

ディスカッションドラフトは、権限のある当局が十分かつ効果的に任務を遂行できる環境を確保する上で、適切な税

務行政実務が重要であると認めている。権限のある当局が税務行政上の監査または調査の機能から独立していないこ
と、リソースが不足していること（人員、資金、トレーニングの不足等）または権限のある当局が不適切な業績指標
によって評価されることなどを含む、MAPの有効性の妨げとなる様々な障害がある。さらに、租税条約の解釈や適用
に関わる一般的事項について、権限のある当局はモデル条約第 25条第 3項に基づいて、相互協議により潜在的な紛争
の事前的な解決を図るとは限らず、二国間の事前確認協議（“Advance Pricing Agreement”：以下「APA」）を実施し
ていない国、またはその他の課税年度の問題を MAPや APAを通じて解決する可能性を考慮していない国もあるかも
しれない。 

 

ディスカッションドラフトは、一部の国では、現場の調査担当官が納税者に対し、相互協議を申し立てる権利を行使
しないよう働きかける可能性があると認識している。例えば、納税者が MAPを申し立てる権利を放棄する見返りとし
て、罰金を科さないか、調整金額を下げることに税務当局は同意するかもしれない。我々の経験によれば、税務調査
においてこのようなオプションが納税者に提示されるケースは少なくない。 

 

OECD税務長官会議の MAPフォーラム（“Forum on Tax Administration’s MAP Forum”：以下「FTA MAPフォーラ

ム」）1でも同時に、租税条約上の紛争の防止と解決を促すための行政手続の改善に取り組んでいる。FTA MAPフォー
ラムは、原則または手続に関して国際的規範に合わない税務調査が相互協議を機能させる上での大きな妨げになる可
能性があると認識しており、税務調査の実務に戦略的な焦点を当てている。ディスカッションドラフトは、BEPS行動
計画 14と FTA MAPフォーラムの作業の成果は相互補完的なものになるであろうと述べている。 

 

ディスカッションドラフトは、紛争解決の障害を取り除くための多くのオプションを提示しており、その大部分は、
OECDの「実効的な相互協議マニュアル」2に含まれるベストプラクティスの採用をコミットすることを参加国に提言

するものである。また、ディスカッションドラフトは、二国間 APAの実施、および繰り返し発生する問題や APAのロ
ールバックに関して納税者が MAPを求めることを認めるための手続の実施を参加国がコミットするというオプション
も提示している。ディスカッションドラフトの提示するオプションは歓迎されるべきものではあるが、各国が多くの
障害を克服するための真の変化を求めることには、本来的な困難が存在する。 

                                                
1
 “Multilateral Strategic Plan on Mutual Agreement Procedures: A Vision for Continuous MAP Improvement” http://www.oecd.org/site/ctpfta/map-strategic-plan.pdf を参照。 

2
 http://www.oecd.org/ctp/38061910.pdf を参照。 

http://www.oecd.org/site/ctpfta/map-strategic-plan.pdf
http://www.oecd.org/ctp/38061910.pdf


 

適格の納税者が相互協議を申請できるようにすること 

 

ディスカッションドラフトでは、納税者が適切に MAPの申立をすることを妨げるか、または MAPを申し立てようと
する納税者に対して過度の負担をかける可能性のある 8つの潜在的な障害を挙げている。これらの障害には、MAPを
申し立て、運用するための手続の複雑性と透明性の欠如、MAPの申立をする際の過度あるいは甚だしく煩雑な資料作
成の要求、国内法または租税条約に基づく濫用防止ルールが適用される場合の MAPの申立に係る規定の適用に関する

不明瞭さ、一方の権限ある当局のみが納税者の異議は正当ではないと考えるケース、国内法に基づく救済手段とMAP

との間の相互作用、MAPを申し立てるためには係争中の税金を納付しなければならないという要求から生じる潜在的
な財務上の問題、MAPの申立に係る期間制限、国外における自主調整に関連する問題が含まれる。 

 

ディスカッションドラフトが提示する上述の障害を取り除くためのオプションには以下が含まれる。 

 

 各国が MAPを運用するためのルール、ガイドラインおよび手続を策定、公布し、授権されて権限のある当局

の機能を果たす政府機関を明らかにすること（連絡先の詳細を公布することを含む）をコミットすること 

 各国が MAPを提起する際に提出が必要となる特定の情報と資料を明らかにし、情報を出す納税者の負担のバ
ランスをとることをコミットすること 

 濫用防止条項が適用される場合の MAPの適用可能性を明確にすること 

 MAPの申立を受けた権限のある当局が、納税者の異議は正当ではないと考える場合の二国間の通知またはコ
ンサルテーションのプロセスについて各国がコミットすること 

 モデル条約第 25条のコメンタリーにある「納税者の異議が正当であると考えられる場合」という文言の意味

を明確にすること 

 いずれの締約国の権限のある当局に対しても MAPの申立ができるようにするために、モデル条約第 25条 1

項を改訂すること 

 MAPと国内法に基づく救済手段との関係を明確にすること（ガイドラインの公布を含む）を参加各国がコミ
ットすること 

 税金の徴収と MAP手続に関わる問題について明確にすること（未解決の MAP案件については、税金の徴収

を一時停止するようにモデル条約第 25条のコメンタリーを改訂する可能性を含む）。 

 MAPの申立に係る期間制限に関わる問題について明確にし、租税条約に第 25条第 2項の 2つ目の文章（「成
立した全ての合意は、両締約国の法令上のいかなる期間制限にもかかわらず、実施されなければならない」）
を加えること 

 国外において自主調整を行った場合に、MAPを通じて二重課税を解消できる状況を明らかにするために、モ
デル条約第 7条、第 9条および 25条のコメンタリーを改訂すること 

 

相互協議に入った紛争案件を解決すること 

 

ディスカッションドラフトは、MAPを通じて租税条約上の紛争を解決する上での主な障害のいくつかは、MAPのプロ
セスに関連すると述べている。これには、MAP案件を解決するための原則に基づいたアプローチの欠如、権限のある
当局との協力的で透明性のある、あるいは良好な業務関係の欠如、全てのMAP案件を解決するためのメカニズム（例
えば、MAPに関する仲裁手続）の欠如、多国間の MAPや APAに関連する問題、MAPにおける利息や罰金に関する問
題等が含まれる。 

 

BEPSプロジェクトの成果と新しい租税条約および移転価格ルールの導入に伴い、これらの障害はより顕著になる可能
性がある。 

 

ディスカッションドラフトでは、上述した障害を克服するための様々なオプションについて模索している。その多く
は OECDの「実効的な相互協議マニュアル」に含まれるベストプラクティスを採用しようとするものである。ディス
カッションドラフトでは、MAPの仲裁に関する主な政策と実務上の問題、およびそれらに対処するためのオプション

についても検討している。ディスカッションドラフトを読むと、全ての OECD加盟国が強制的で拘束力のある MAP

の仲裁を採用する意向を持つわけではないことがわかる。MAPの仲裁に関する問題に対処するためのオプションに
は、各国が MAPの仲裁条項を全く採用しないよりも、限られた範囲の仲裁条項を採用することを奨励するために、
MAPの仲裁手続の適用範囲を自国の状況に合うようにすることを検討できるようにすること、適切な状況下で MAP

の仲裁手続を遅らせることを認めるために、OECDモデル条約第 25条第 5項を改訂することを含む。さらに、ディス
カッションドラフトは、MAPの仲裁決定をどのような形で行うかについてのコメントも求めている（例えば、独立の
意見（independent opinion）に従って仲裁する方式か、あるいは“野球仲裁”（baseball arbitration）の方式か）。 

 

長きにわたり納税者に影響を与えてきた重要な課題の一つは、多国間の国際税務紛争を解決するための効果的なメカ
ニズムの必要性である。ディスカッションドラフトは、グローバル化のペースが加速化する中でこの問題は確かに存
在しているとして、多国間紛争が発生する可能性のある状況を明らかにはしているが、これらの問題に対処するため
のオプションは示していない。ディスカッションドラフトは、3つの多国間紛争の例を挙げている。(i) 三角事案
（triangular cases）（A国の企業が B国にある恒久的施設を通じて商品またはサービスを C国にある関連企業に移転
する取引に対して、B国の税務当局が移転価格調整を行った場合）、(ii) 一方の国において生じた調整により、他方の

国において連鎖的な調整が生じる場合、(iii) 多国籍企業グループのメンバー企業がグループ内の他のメンバー企業のた



めに何らかの機能を担っており、その対価の支払に対し、グループ内の他のメンバー企業の所在国においてそれぞれ
異なる移転価格調整が行われた場合、である。ディスカッションドラフトはコメントを寄せる者に対し、MAPの問題
が生じるようなその他の多国間紛争の例をより多く挙げるよう求めている。 

 

中国大陸における実務 

 

我々が見るところ、中国国家税務総局（SAT）は近年、MAP案件に大きな関心を払い、一定の成果を上げ、多くの多

国籍企業の二重課税問題の解決を図ってきた。同時に、実務面では、SATは日々複雑化する MAP案件に対処するた
め、専門チームの拡充を図り、専門能力を向上させようとしている。 

 

中国は、すでに世界におけるほとんどの主要な国または地域と租税条約を締結しているため、理論的にはほとんどの
クロスボーダーの税務紛争は、租税条約における MAP条項により解決することができる。しかしながら、ディスカッ
ションドラフトにある、MAPにおける様々な障害に対処するためのオプションについて、SATがどのような見解を持
つかは現段階ではまだ明らかではない。近い将来に予定されている国税発[2009]2号通達の改正において、SATの見解

が示されることが期待されている。 

 

結論 

 

ディスカッションドラフトはその冒頭部において、国際税務と移転価格に関する論争が増えているというOECDの所
見を述べており、我々は、不確定性のある BEPSの世界において、税務関連の論争は世界中で増加し続けるだろうと
推測している。行動計画 14は、障害が多く、効率的でない現行の MAPを、個々の条約を改訂することなく、より全

面的かつ広範に修正するためのユニークな機会を提供しているといえる。 

 

以上から、BEPS行動計画 14に関するディスカッションドラフトは、納税者にとって歓迎されるべきものといえる。
冒頭で述べたように、ディスカッションドラフトは、MAPを通じた租税条約上の紛争解決を段階的に改善していくた
めの三面的なアプローチを導入する意図があるという広い文脈から読む必要がある。OECDは行動計画 14の作業によ
って政治的なコミットメントを得て、租税条約上の紛争解決の妨げとなっている障害に対処することを目的とした具

体的な措置を採用することにより、MAPのプロセスを実質的に改善することを期待している。これは前述した 4つの
原則に従うことになる。 

 

OECDはディスカッションドラフトについて、2015年 1月 16日を期限として関係者からのコメントを募集した。集
められたコメントは追って公開される予定である。 
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